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第1 事業の概況等に関する特別記載事項 

 

 

当社はﾊﾟｿｺﾝ用ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄのﾍﾞﾝﾀﾞｰ（注 1）です。事業環境がめまぐるしく変化している当業界において、当社の事業はﾊｲﾘｽｸ・ﾊｲﾘﾀｰﾝで

あることを十分に認識しています。したがって当社の事業展開上のﾘｽｸ要因となる可能性があると考えられる事項を以下において記載しています。

また必ずしも事業上のﾘｽｸに該当しない事項についても、投資家の投資判断の上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する情

報開示の観点から積極的に開示しています。なお当社は、これらのﾘｽｸ発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応

に努める方針ですが、本株式に関する投資判断は、以下の特別記載事項および本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要が

あると考えられます。 

   注 1 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄとは、ﾜｰﾌﾟﾛや表計算、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、ｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ、ｹﾞｰﾑ、財務会計ｿﾌﾄなど、ﾕｰｻﾞが目的に応じて使うｿﾌﾄｳｪｱの総称を

いい、ﾍﾞﾝﾀﾞｰとはそれらｿﾌﾄｳｪｱの売主のことをいう。 

 

1.当社の事業内容について 

(1) 当社製品の概要 

当社は、ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄの開発・販売を業務の主体とするｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰです。現状は、Windows（注 2）分

野で、普及型のｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾀやﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗを使ってｸﾞﾗﾌｨｯｸｽやﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟﾌﾞﾘｯｼﾝｸﾞ（注 3）を行う利用者、及び年賀状作成ｿﾌﾄ等その他のｿﾌﾄ

（注 4）の利用者をﾀｰｹﾞｯﾄとしており、結果的に Windows 利用者の大半がﾀｰｹﾞｯﾄとなっています。 

当社は、「ｿﾌﾄｳｪｱを人のそばに」を経営理念とし、世界に通用するｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄを提供する責任を果たすべく継続的に企業努力を行ってき

ました。平成11年12月末日現在における当社主力製品は、ｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ（注5）であるG.CREWｼﾘｰｽﾞ、Photo Crewｼﾘｰｽﾞとその他のｿﾌﾄである

筆自慢ｼﾘｰｽﾞの3製品で次の通りです。 

注2 米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄが開発したﾊﾟｿｺﾝ用OS（ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ｼｽﾃﾑ）のこと。 

注3 ﾊﾟｿｺﾝやﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝなどの小型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを利用して文書の編集や印刷物を作成すること。 

注4 (社）日本ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ協会発行の「’98ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄｳｪｱの市場動向調査報告書」の区分に従い、その他のｿﾌﾄに含まれ

るｿﾌﾄをいう。代表的なｿﾌﾄとして、年賀状ｿﾌﾄや家計簿ｿﾌﾄ、OCRｿﾌﾄ、音声認識ｿﾌﾄ等がある。 

注5 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使って図形や画像の作成や処理を行うｿﾌﾄｳｪｱのこと。 

 

① ｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ 

・G.CREW ｼﾘｰｽﾞ 

多種多様なｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄの中で、ﾃﾞｰﾀﾘｻｰﾁ社の調査によると平成 10 年ｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ販売数量ｼｪｱ国内第 1 位(20.3%)、ｶﾞｰﾄﾅｰｸﾞﾙｰﾌﾟ

社のﾃﾞｰﾀｸｴｽﾄによると世界市場で 4 位の販売本数を獲得した実績のあるｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄです。 

G.CREWは表現力豊かなｲﾝﾊﾟｸﾄのある書面を作成するのに適し、容易にｶﾀﾛｸﾞや案内状などを作成することが可能であり、本格的な図

形描画機能とﾜｰﾌﾟﾛやﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟﾌﾞﾘｯｼﾝｸﾞｿﾌﾄの文字編集機能が使いやすく搭載されています。 

・Photo Crew ｼﾘｰｽﾞ 

Photo Crewは現在本格的に普及しつつあるﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、ｽｷｬﾅｰなどの画像処理を行う際に必要不可欠な高速画像処理機能を持つｸﾞﾗ

ﾌｨｯｸｿﾌﾄです。一部のﾌﾟﾛﾕｰｻﾞのみが必要とする機能などは持たないものの、その他の機能では一般のﾊﾟｿｺﾝﾕｰｻﾞが使用する際に必要

十分な機能を多種多様に備え、かつ家庭で楽しむにあたっても十分実用的な価格を実現しています。平成11年5月に発売されたばかり

の製品ですが、発売初年度から日経ＢＰ社「140万人読者が選ぶﾊﾟｿｺﾝ・ﾍﾞｽﾄ・ｿﾌﾄ/日経ﾍﾞｽﾄPC ｴﾃﾞｨﾀ-ｽﾞﾁｮｲｽ賞」を獲得しています。 

 



 

  

《 ﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ方式の概念図 》 

② その他のｿﾌﾄ 

・筆自慢ｼﾘｰｽﾞ 

筆自慢ｼﾘｰｽﾞは平成 3 年 10 月の発売以来、累積ﾕｰｻﾞ数 150 万人を超えた毛筆ﾏﾙﾁ宛名印字ｿﾌﾄです。ﾃﾞｰﾀﾘｻｰﾁ社の調査では、平

成 10 年年賀状ｿﾌﾄ販売数量ｼｪｱ国内第 2 位(25.7%)の実績を残しています。年賀状や暑中見舞いはもちろん、封筒・名刺・ﾀｯｸｼｰﾙ・汎

用紙・ﾌﾟﾘﾝﾄｼｰﾙなどさまざまな用紙に印刷することができ、表現力豊かな文字作成ｿﾌﾄ・年賀状やｸﾘｽﾏｽｶｰﾄﾞなどに最適なｸﾘｯﾌﾟｱｰﾄ

7000 点・ｻﾝﾌﾟﾙﾚｲｱｳﾄ・定型文例集などすぐに利用できるﾂｰﾙも多数搭載されておりｱｳﾄﾌﾟｯﾄを楽しむことができます。 

最近の品目別売上高構成比率は次の通りです。 

売 上 高 構 成 比 率 

品 目 品目別主要ｿﾌﾄ 第  10  期 
自 平成 9年 4月 1日 
至 平成10年 3月31日 

第  11  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第 1 2 期 中 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成11年 12月31日 

  ％ ％ ％ 

ｸ ﾞ ﾗ ﾌ ｨ ｯ ｸ ｿ ﾌ ﾄ 
G.CREWｼﾘｰｽﾞやPhoto Crewｼﾘｰ

ｽﾞ等のｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄが含まれます。 
68.3 54.1 54.6 

そ の 他 の ｿ ﾌ ﾄ 

筆自慢ｼﾘｰｽﾞ、日本語ｴﾃﾞｨﾀｿﾌﾄ

PLASMAｼﾘｰｽﾞ等のﾕｰﾃｨﾘﾃｨ用途

のｿﾌﾄが含まれます。 

31.7 45.9 45.4 

合 計 100.0 100.0 100.0 

(注) 品目の区分は「’98ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄｳｪｱの市場動向調査報告書」((社）日本ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ協会発行)の区分に従っています。 

第 10 期及び第 11 期のｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ品目には、米国 JASC 社著作の PAINT SHOP PRO ｼﾘｰｽﾞが含まれています。 

 

(2) 当社の製品開発手法について 

当社の研究開発は開発部並びにﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部製品企画開発担当で行われています。 

当社は製品の開発手法としてﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式という手法を採用し、これをﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱの開発に適したｼｽﾃﾑとして独自に完成

させました。これまでのﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱの開発では一般的に各製品毎に独自の設計を行い、その設計に基づいて開発を行っていました。つ

まり製品が違えば、開発した技術を他の製品にそのまま利用することができず、ｺｽﾄの増大、設計･開発の変更による開発期間の延長などを

併発することがｿﾌﾄｳｪｱ開発の常識となっていました。当社は前述のﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式で一つの基礎技術から複数の製品を生み出す

手法を採用しています。当社の開発担当者は特定の製品を開発するのではなく、会社で決定した研究開発ﾃｰﾏに則し、社内共通規格のもと、

さまざまな製品で応用できる基礎技術（右下図、開発部が開発したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑＡ～Ｆ）の研究を行っています。 

現在我々が行っている基礎研究の対象はｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄのｸﾞﾗﾌｨｯｸ技術の構築です。ある図形処理をｺﾝﾋﾟｭｰﾀ上で展開する場合の論理演算

処理を「より早く」「より忠実で的確に」「より効率的に」するための研究を行い、その結果を日々蓄積しています。 

具体的には、決められた一つの技法などに捕らわれることなく、既存の効率的な開発技法を、あらゆる局面、ﾚﾍﾞﾙで正しく選択し、これらを

効果的に組み合わせてより効率的な開発手法を駆使していきます。 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ的にはｺﾝﾋﾟｭｰﾀ上で図形を表現するための膨大な代数学 

や幾何学等の計算式や関数ﾃﾞｰﾀを蓄積し、これらを組み合わせ 

たり、新たな関数を創造し、より少ないｺｰﾄﾞｽﾃｯﾌﾟ（注6）のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

として部品化し蓄積していきます。そして、それら機能毎のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

を組みあわせることで製品を完成させます（次ﾍﾟｰｼﾞ図参照）。 

この結果、製品化にかかる開発期間を短縮することが可能となり、 

さまざまに変化する市場への迅速な対応と製品化ｺｽﾄの削減を実現 

しました。また各機能を社内共通規格にそって開発することにより 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｺｰﾄﾞｽﾃｯﾌﾟを減少させ低容量と高速処理を実現しました。 



 

  

《一 般的なﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱの開発手法とﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式との違い 》 

一般的なﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱの開発手法 ﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式 

一般のﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱの開発手法では、ｿﾌﾄⅠ～Ⅲそ

れぞれの製品毎にﾁｰﾑに分かれて開発しています。共

通の機能があったとしても別々に開発を行うため全体的

な作業工程は多くなります。 

当社の開発者は製品を開発するのではなく、製品で共

通に使える個々のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開発しています。製品の種

類が異なっても同じ機能であれば同一のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを利用

できるので、全体の作業工程が少なくなります。

 

注6 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ上で扱うために体系的にまとめられた符号のことで、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ言語の命令を記述したものをｺｰﾄﾞと呼ぶこともある。そのﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑの1行や1命令の区切りを指す。例えば、「このﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは200ｽﾃｯﾌﾟ」といえば200行で書かれているﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑである。 

 

(3) 当社が販売する製品点数について 

当社の主力製品は、平成11年12月末現在G.CREWｼﾘｰｽﾞ、Photo Crewｼﾘｰｽﾞ、筆自慢ｼﾘｰｽﾞで、これら主力製品により当社売上のほとんど

が構成されています。当社は、各製品の販売比率を比較的均等に保つこと、新製品を開発すること、他社が開発する製品を販売すること等

で、販売する製品点数が少ないことから生じるﾘｽｸを軽減しようと考えています。しかしながら新製品の開発や他社開発製品の販売が予定通

りに行われず、かつ主力製品の製品競争力が急激に低下したり、市場のﾆｰｽﾞが急速に冷え込んだりした場合には、当社の事業に重大な影

響を及ぼす可能性が存在します。 

 

(4)  PAINT SHOP PRO ｼﾘｰｽﾞの発売中止について 

当社は米国JASC社著作のPAINT SHOP PROｼﾘｰｽﾞの日本語版の販売を平成11年3月期まで行っていましたが、同製品の販売を平成11年

3月で終了しています。同製品は平成11年3月期までG.CREWｼﾘｰｽﾞ及び筆自慢ｼﾘｰｽﾞと並び当社の主力製品でした。 

ﾃﾞｰﾀﾘｻｰﾁ社の調査によると、平成10年（自平成10年1月 至平成10年12月）国内ｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ市場における同製品の販売数量ｼｪｱは8.0%

で、販売本数は43千本、ｼｪｱ順位は第5位でした。 

なお平成11年4月以降、同製品は国内他社から販売されています。当社は同製品に代わる製品として5月から自社開発のPhoto Crewｼﾘｰ

ｽﾞを販売していますが、同製品が今後PAINT SHOP PROｼﾘｰｽﾞと同程度の売上を確保できない可能性もあります。 

 

(5) 社長への依存について 

当社代表取締役社長 永田典久は、経営戦略の他、製品戦略並びに開発戦略等においても重要な役割を果たしています。また当社は社

長に過度に依存しない経営体制を構築中です。しかし現時点で社長が離職するような事態となった場合、当社の業績に重要な影響を与える

可能性があります。 

 

(6) 無在庫政策について 

当社は製品化されるｿﾌﾄｳｪｱのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発及び製品製造に必要な部材等のﾏｽﾀｰを作成し、製品の製造及び発送を担当する取引商社に

渡しています。この取引商社は当社が作成したﾏｽﾀｰを基に製品ﾏﾆｭｱﾙの印刷・製本、CD ﾛﾑの複製、これらの部材をﾊﾟｯｹｰｼﾞ化するといっ

た製造作業のほか、製品の在庫や発送管理を担当しています。当社はこれらの製品を取引商社から仕入れ、販売しています。また、過剰在

庫による保管費用の増加や製品の陳腐化等の在庫ﾘｽｸを回避するため、当社では在庫を保有していません。具体的には取引商社が自己の

ﾘｽｸで当社製品を保管し、当社は受注の都度、取引商社に製品発送を依頼し販売得意先に納品しています。 

また業界の慣行となっている返品についても、当社では各販売会社と完全買切り制の契約を締結しています。よって返品による在庫も発生

していません。 

しかしながらこれら取引先との契約は年度毎に更新されるもので、当社の資金繰りが悪化するなどにより取引先への支払い遅延が発生する、

機能名 ｿﾌﾄⅠ ｿﾌﾄⅡ ｿﾌﾄⅢ 作業工程
描画 A E I 3
GUI B F J 3
Draw C K 2
透過 D G L 3
住所 M 1
ﾌｨﾙﾀｰ H 1

13

機能名 G.CREW PhotoCrew 筆自慢 合計
描画 A A A 1
GUI B B B 1
Draw C C 1
透過 D D D 1
住所 E 1
ﾌｨﾙﾀｰ F 1

6



 

  

当社製品の市場競争力が低下することにより生産数量が低下する、製造・購買・販売の各ｼｽﾃﾑが正常に稼動しなくなるなどの場合には、契

約条件の悪化または契約の更新ができなくなる可能性があります。 

 

(7) 取引先への依存度について 

平成 11 年 3 月期における当社の総販売額の 71.7%はｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ㈱（なお、同社は平成 11 年 10 月 1 日付でｿﾌﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸ事業部門を分社し

たため、当社の取引先は同日以降ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｺﾏｰｽ㈱へ変更されています。）に対するものです。同社に販売取引が集中しているのは、ﾊﾟｿｺﾝ

ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄの流通市場ｼｪｱのほとんどが同社により占められているからです。この点に対して当社はﾕｰｻﾞへのﾀﾞｲﾚｸﾄ販売をより充実するな

ど、販売面での 1 社集中を極力なくすよう今後とも努力していきます。 

また、仕入先、その他の営業に関する業務の委託先については、取引先を意識的に少なくすることで取引に伴い発生する間接ｺｽﾄを削減し

ています。この結果、一部の取引先に取引が集中する傾向にあります。例えば製品の仕入先では、平成 11 年 3 月期における新光商事㈱か

らの仕入額は総仕入額の 100.0%となっています。当社としては、付加価値の高い業務は社内で行い、代替可能な業者が比較的多い単純な

業務のみを委託する方針をとっているため、これらの取引先との取引が継続されない場合においても経営に与える影響は軽微です。 

 

(8) 製品の致命的不具合（ﾊﾞｸﾞ）により、販売を継続できなくなる可能性について 

ｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰにとって、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの不具合であるﾊﾞｸﾞを無くすことは重要な課題ですが、今日のように高度なｿﾌﾄｳｪｱ上でﾊﾞｸﾞを皆無にすること

は不可能とさえ一般的に言われています。当社はこうしたﾊﾞｸﾞを発生させないよう、製品の開発段階から注意することはもちろんのこと、開発さ

れた製品を入念にﾃｽﾄすることで対処しています。しかしﾃｽﾄの項目は理論的には無限に存在し、すべての項目をﾃｽﾄすることは不可能であ

り、当社では費用対効果の観点からﾃｽﾄを実施しています。当社は製品の信頼性を高めることが、長期的なﾕｰｻﾞの獲得につながるものと考

え、徒に高度な機能を製品に搭載するのではなく、十分なﾃｽﾄを経た信頼性の高い機能のみを製品に搭載してきました。しかし入念なﾃｽﾄを

行ったとしても、依然として全事象についてﾃｽﾄを行っているわけではなく、予期し得ない致命的なﾊﾞｸﾞを製品に内在したまま販売する可能性

があります。製品を発売した後、運用上支障をきたす致命的なﾊﾞｸﾞが発見された場合、先ずその製品を回収する必要があり、その回収に多

大な費用が発生します。そしてそのﾊﾞｸﾞを解決するのに長期間要する場合、その製品の販売を継続できず収益が悪化する可能性があります。 

 

(9) ｿﾌﾄｳｪｱの特許侵害による訴訟の可能性について 

当社が独自に開発した製品は、ﾕｰｻﾞの操作性・利便性を考慮しﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社が推奨する Windows ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのｸﾞﾗﾌｨｯｸﾕｰｻﾞｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ

(注７)へ対応させています。このため当社製品のｸﾞﾗﾌｨｯｸﾕｰｻﾞｲﾝﾀｰﾌｪｲｽは OS である Windows に類似し、結果として他社製品と類似した箇

所が複数存在しています。当社はこれらの類似箇所に関する特許調査を入念に行っていますが、特許侵害の可能性が皆無とはいえません。

特許侵害により第三者から製品の販売差止等の訴訟を提起され損害を被る可能性があります。 

注 7 画面上に絵やアイコン（絵文字）を表示し、直感的に分かりやすく操作できるように配慮した、操作体系のこと。 

 

2.当社をとりまく市場の動向について 

当社はﾊﾟｿｺﾝ用ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの研究開発及び製品化、販売業務を行っているｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰです。 

当社をとりまくｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄ市場、ﾊﾟｿｺﾝ市場、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ市場は現在、急速に変化しており、加速度的に、いわゆるﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会(注 8)が構築

されていくものと想定しています。 

今後予想される変化といたしまして、当社は以下の点を想定しています。 

注 8 日常使用する機器類の多くがﾃﾞｼﾞﾀﾙ信号を基に作成されたｿﾌﾄｳｪｱによって制御されており、それらの機器を使用する者がｿﾌﾄｳｪ

ｱによって制御されている事実を意識しないほど一般化している社会をいう。 

 

(1)流通市場の変化 

ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売には、従来から取扱っているﾊﾟｿｺﾝ販売専門店等の他、ｶﾒﾗ店、家電量販店が本格的に参入しており、今後ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売店

の競争が更に激化し、価格競争がより激しくなることも予想されます。この結果、ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売店の減少やｿﾌﾄｳｪｱの店頭小売価格の下落が



 

  

想定されることから、ｿﾌﾄ販売をﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売店にのみ依存しているｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰの収益は減少する可能性があります。 

こうした状況に対して当社は、設立 2 期目(平成元年)から登録ﾕｰｻﾞに対するﾀﾞｲﾚｸﾄ販売である通信販売を行っており、売上高に占める割

合は平成 11 年 3 月期で約 17.7%になっています。また平成 11 年 12 月末日現在、Windows95 以上の環境を有し、かつ当社の製品を利用

し正規登録を完了しているﾕｰｻﾞ数は約 100 万人に達しています。このように当社はｿﾌﾄ販売店の減少等のﾘｽｸに対応する準備をしており、今

後より一層ﾀﾞｲﾚｸﾄ販売に経営資源を投下していく予定でいます。しかし当社が想定する以上の速度でｿﾌﾄ販売店が減少した場合、あるいは

ﾀﾞｲﾚｸﾄ販売のﾆｰｽﾞが当社が想定するよりも小さい場合には、当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性が依然として存在します。 

 

(2)ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄのｱﾒﾘｶでの動向 

ｱﾒﾘｶではｻﾝ･ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ社が Star-Office（ﾜｰﾌﾟﾛ、表計算、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（注 9）、ﾌﾞﾗｳｻﾞｿﾌﾄ（注 10）等の統合製品）を無料で提供するｻｰﾋﾞ

ｽを開始しました。ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社もこれに追随することが想定されます。ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社はﾊﾟｿｺﾝ業界において、ｻﾝ･ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ社はｻｰﾊﾞｰ（注

11）業界において大きなｼｪｱを有している企業です。両者は従来市場のすみわけができていましたが、現在はﾊﾟｿｺﾝ業界及びｻｰﾊﾞｰ業界に

おいて競合関係にあり、各分野において激しい値引き競争が行われています。これら 2 社の戦略が、他のｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰに与える影響は大きく

当社もその例外ではありません。このｱﾒﾘｶの動向は日本にも時期をおかず伝播し、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの価格自体が大幅に下がる可能性があり

ます。 

こうした状況に対して当社は、前述のﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式により、更に価格競争力の高い製品を市場に投入することとしています。また

現在ｱﾒﾘｶで採用されている、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄのﾚﾝﾀﾙや利用者のﾆｰｽﾞに応じてｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの機能を分割して販売することについても準

備を開始しています。しかし当社が想定する以上の速度でｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの低価格化が進行した場合、あるいはこれに対応するｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ｿﾌﾄの開発が遅延・失敗した場合には、当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性が依然として存在します。 

注 9 ﾃﾞｰﾀを決まった形で蓄積したもの。ﾃﾞｰﾀを蓄積するための枠組みと検索の仕組みを提供するｿﾌﾄｳｪｱをﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｿﾌﾄまたはﾃﾞｰﾀ

ﾍﾞｰｽ管理ｼｽﾃﾑと呼ぶ。 

注 10 ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙの中身を次々と見ていくためのｿﾌﾄｳｪｱ。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの Web ﾌﾞﾗｳｻﾞ‐を指す場合が多い。ﾌﾞﾗｳｽﾞ（browse）には「本を拾い

読みする、ざっと目を通す」などの意味がある。 

注 11 ﾈｯﾄﾜｰｸ上で、ほかのｺﾝﾋﾟｭｰﾀに対して各種のｻｰﾋﾞｽを提供するｺﾝﾋﾟｭｰﾀやｿﾌﾄｳｪｱのこと。 

 

(3)競合製品について 

ｿﾌﾄｳｪｱ市場では常に激しい競争が行われており、競合他社から画期的な技術による魅力的な製品が提供される可能性が常に存在します。 

平成 11 年 12 月現在、日本国内において当社の競合となる会社およびその製品は次の通りです。 

当社製品名 競合する企業名 競合する製品名 

G.CREW ｼﾘｰｽﾞ ｼﾞｬｽﾄｼｽﾃﾑ 花子ｼﾘｰｽﾞ 

〃 ｲﾝﾌｨﾆｼｽ Windows DRAW ｼﾘｰｽﾞ 

〃 ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ Photo Draw ｼﾘｰｽﾞ 

Photo Crew ｼﾘｰｽﾞ ﾋﾟｰｱﾝﾄﾞｴｰ PAINT SHOP PRO ｼﾘｰｽﾞ 

〃 ｱﾄﾞﾋﾞｼｽﾃﾑｽﾞ Photo shop ｼﾘｰｽﾞ 

〃 ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ Picture Iｔｼﾘｰｽﾞ 

筆自慢ｼﾘｰｽﾞ ｸﾚｵ 筆まめｼﾘｰｽﾞ 

〃 ｱｲﾌｫｰ 筆王ｼﾘｰｽﾞ 

〃 ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ はがきｽﾀｼﾞｵｼﾘｰｽﾞ 

上記以外にも数多くの企業と製品が当社と競合関係にありますが、ｿﾌﾄｳｪｱ産業は装置産業等と比較して参入障壁が低く、誕生して間もな

い優れた製品が市場を席巻することすらありえます。こうしたﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽが当社に存在すると同様に、他社の優れた製品の出現により当社

製品の販売数量が急激に減少する可能性があります。 

当社はこのような画期的な技術革新に対して、製品点数を拡充し事業の幅を広げ、偶発的な特定の事象により経営が著しく影響を受けるこ

とのないようにしていく方針です。しかし当社が想定する以上の画期的な技術革新等が他社によって行われ、当社がそれに類似する技術を



 

  

開発できない場合には、当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性が依然として存在します。 

 

(4)ﾊﾟｿｺﾝ出荷台数の増加、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者の増加 

日本におけるﾊﾟｿｺﾝの出荷台数は 2000 年には 1,000 万台を突破するとの調査結果があります（IDC Japan㈱調べ）。またｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者

は 2000 年には 2,300 万人、2002 年には 3,000 万人に達するとの調査結果があります（Access Media International 調べ）。更に次世代ｹﾞｰﾑ

機等の情報端末に代替できるような機器、いわゆるﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ（注 12）家電が普及することも想定できます。 

当社の製品はｸﾞﾗﾌｨｯｸ技術に基づくものであり、いわゆるﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ家電やﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、ﾌﾟﾘﾝﾀ等の周辺機器が普及すればその利用価値は

高まるものと考えられます。しかしこれらの普及が上記の調査結果や当社で想定するものよりも拡大しない場合には、当社が策定する計画通

りに経営が行えず、当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性が存在します。 

注 12 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ上で、動画、静止画、音声、文字など多様な素材を複合化して使うこと。 

 

(5)ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社の動向 

当社はﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社が発売する Windows 上のｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄを開発しています。このため Windows のﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟが行われ、それに対応し

た製品を開発・販売すると、Windows の普及と共に当社製品に対する需要が高まる傾向があります。この結果、Windows がﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟされた

年は、そうでない年に比べて当社製品に対する更新需要が高まる傾向があります。また現在ﾊﾟｿｺﾝ市場を独占している Windows の市場が長

期的に縮小することも考えられます。特にﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社は反ﾄﾗｽﾄ法訴訟で平成 11 年 11 月、米国連邦地裁から「OS によるｼｪｱ乱用の独占企

業」という事実認定を受けています。ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社が和解に応じない場合は平成 12 年 2 月に予定されている判決次第で、同社のﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市

場に対する影響力が低下し Windows のｼｪｱが縮小する可能性があります。こうした場合、Windows 上でしか動作しないｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄは、

Windows のｼｪｱが縮小するにつれ販売数量が減少していくと考えられます。 

このような Windows の発売が業績に与える影響に対して、当社では流動性資金を豊富に社内に蓄えることで影響を軽減するよう図っていま

す。またﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社の長期的な影響力の低下の可能性に対して、現時点ではﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社製の OS に依存せず、Windows、Mac（注 13）、ﾘﾅｯ

ｸｽ（注 14）、UNIX（注 15）上で動作が可能な java（注 16）ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの開発に今後取り組むことで対応する方針です。 

しかし当社が想定する以上の速度で Windows のｼｪｱが縮小する事態が発生した場合、あるいは他の OS に対応させるための当社の開発が

遅延・失敗した場合には、当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性が依然として存在します。 

注 13 Macintosh の略称。米ｱｯﾌﾟﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀが販売しているﾊﾟｿｺﾝのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ名。Windows 用ﾊﾟｿｺﾝとは仕様が異なり、OS として MAC 

OS が動作する。 

注 14 UNIX ﾍﾞｰｽのﾊﾟｿｺﾝ用 OS。米国のﾌﾘｰ・ｿﾌﾄｳｴｱ協会が推進している GNU 活動（「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで使うｿﾌﾄｳｪｱは無償で広く普及さ

せるべき」という思想に基づく）の一環としてﾗｲｾﾝｽﾌﾘｰで広く配布されている。もともとはﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞで開発された。 

注 15 69 年に米 AT&T ﾍﾞﾙ研究所で開発されたﾏﾙﾁﾀｽｸ（複数のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを並行して実行させる機能のこと）、ﾏﾙﾁﾕｰｻﾞｰ仕様（1 台

のｺﾝﾋﾟｭｰﾀを複数のﾕｰｻﾞが同時に利用すること）の OS。当初はﾐﾆｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用として、80 年代前半からはﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ用として、

多くの大学や研究機関で利用されてきた。 

注 16 95 年 5 月に米ｻﾝ･ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞが開発したｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ指向（対象（ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ）そのものに重点を置き、対象の振る舞いや操作が

対象の属性として備わるという考え方のこと）のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語。 

 

3.今後の事業展開について 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄは国内外に広がり、銀行による電子ﾏﾈｰ・電子決済事業の研究開発や部分的実施、Linux OS 搭載の低価格ｻｰﾊﾞｰの出現等、新し

い動きがみられます。以前から情報産業はﾄﾞｯｸﾞｲﾔｰ（時間の進行が 7 倍の早さで行われること）といわれていました。しかし最近のｲﾝﾀｰﾈｯﾄの

普及速度とそれに関連するﾋﾞｼﾞﾈｽ展開のｽﾋﾟｰﾄﾞは、より加速度的になってきており、新たな情報革命がまさにおきつつあると当社では考えて

います。そしてその鍵はｲﾝﾀｰﾈｯﾄにあるものと認識しています。 

当社は現在、既存の流通ﾙｰﾄを使用したｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｺﾏｰｽ㈱等の流通業者への販売(平成 11 年 3 月期で売上全体の 82.3%)と、登録ﾕｰｻﾞに対

してﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙを発送し発注を受ける従来型のﾀﾞｲﾚｸﾄ販売である通信販売(同 17.7%)という、2 形態の販売を行っています。そして平成 13 年



 

  

3 月期からﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を主体とした販売体制に移行することを計画していますが、今後は従来型のﾀﾞｲﾚｸﾄ販売である通信販売に加え、ｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を展開していく予定です。当社はｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を二通り想定しています。一つはｲﾝﾀｰﾈｯﾄに

よる受注販売です。これはｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じてﾕｰｻﾞから注文をとり、商品は宅配便等によってﾕｰｻﾞのもとに届けられる販売方法です。代金の決

済は、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおけるｶｰﾄﾞ決済か宅配便業者による代金引換による決済が一般的になっています。現在、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販

売の主流はこうしたｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受注販売で、本や地方特産品の販売が有名です。もう一つの販売方法はｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売で

す。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受注販売との違いは、受注販売の場合は商品の受渡しに宅配便等を介していますが、ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の場合は商品の受

渡しがｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で行われる点です。即ちﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の場合はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で取引が完結し、ﾕｰｻﾞの発注から商品の引渡しまでがｵﾝﾗｲﾝ

上で通常瞬時に行われます。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売では取引の対象となる商品の性質が制限されますが、簡便性、即時性といった高

い利便性を有しており、今後この販売方法による取引が拡大すると当社は考えています。代表的なｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売として、ｵﾝﾗｲ

ﾝ証券取引やｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる音楽配信があげられます。 

当社が事業として手がけているﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄもｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売に適していますが、現在この方法で購入できるﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄの数

はごくわずかです。それはﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄが一般的にﾃﾞｰﾀ量が多く、ｵﾝﾗｲﾝによる配信に時間と手間が著しくかかり、店頭で購入した方がより便利

だという現状があったからです。当社はﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式という開発手法を採用していますが、この方式により生み出された製品の特

徴の一つにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが小容量である点があります。こうした特質を持つ当社の製品はこの販売手法において優位性を持つと考えられ、当社はｲ

ﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の具現化を優先的な戦略課題にし、下記の通り早急に事業構築していく予定です。 

即ち、当社は第 13 期中間期末（平成 12 年 9 月）までにｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売に関する設備投資を完了し、第 13 期末（平成 13

年 3 月）までにｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受注販売事業を実施し、更にｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の技術を完成させる予定です。またｲﾝﾀｰﾈｯﾄによ

るﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売事業の開始時期については、ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄの流通経路の動向を見ながら、利益を極大化できるよう製品の投入時点を検討しつ

つ判断していく方針です。 

しかしながらｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売の歴史は世界的にみても未だ浅いため、以下の通り予期できない障害が発生する可能性があ

ります。 

 

(1) ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売市場の取引額が大手調査機関の推測通りに伸展しない可能性について 

当社はｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を実施する予定です。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売市場の取引額は、通産省、ｱｰｻｰｱﾝﾀﾞｰ

ｾﾝｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ社による「日米電子商取引の市場規模調査」によりますと、1999年は1,900億円の規模ですが、2000年には4,300億円、2002年

には1兆6,200億円と成長し、将来的に急激に拡大すると予測されています。しかしながら現段階では、予測不可能な問題が生じたり、社会情

勢からｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売市場の取引額が予測通りに伸展しなかったりする可能性があります。このような場合、当社のｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売事業は利益を計上できない可能性があります。 

 

(2) ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売取引によるﾋﾞｼﾞﾈｽ特許侵害に関する訴訟の可能性について 

当社はｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を実施する予定です。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売の歴史は世界的にも未だ浅いため、新

たな販売手法や方法が日々開発されています。従来このような販売手法や方法は特許の対象になりえなかったのですが、今日、米国におい

てこうしたﾋﾞｼﾞﾈｽ特許が成立し訴訟が行われています。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売方法において、世界的に、一般的に用いられる手

法であっても、ﾋﾞｼﾞﾈｽ特許の対象となっているものがあり、今後これらﾋﾞｼﾞﾈｽ特許の有効性について討議・検討が行われていくものと推測され

ます。これらの討議・検討の結果によっては、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売事業が予想通り普及しない可能性もあります。 

 

(3) ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売（注17）が実現できない可能性について 

当社は将来的に顧客が当社製品をｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上からﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞするだけで販売が成立するｼｽﾃﾑ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売を導入しよう

としています。そしてｿﾌﾄｳｪｱをﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞする毎に課金することを考えています。当社の製品は著しく小容量であるため、このようなﾃﾞｰﾀ配信

に最も適した形式になっており、これが当社製品の優位性になっています。この導入にあたって当社は、自社のwebｻｰﾊﾞｰ（注18）を購入した

り、ｵﾝﾗｲﾝ上の課金ｼｽﾃﾑを構築したりする必要があります。しかし現段階でこれらの実施時期は未定であり、今後も予測不可能な問題によっ

てｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売が実施できない可能性があります。 



 

  

注17 遠隔地のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ側に蓄積された情報を端末側に転送すること。ﾒｯｾｰｼﾞの読み出しも含む。一般的にはﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑやﾃﾞｰﾀなどの

ﾌｧｲﾙ、あるいは大量のﾒｯｾｰｼﾞを一括して読み出す操作を指す。 

注 18 WWW（World Wide Web、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄに公開されている文書を検索するためのｼｽﾃﾑの一つ）を構成するためのｻｰﾊﾞｰｿﾌﾄ、ある

いはｻｰﾊﾞｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀを示す。 

 

(4)ｿﾌﾄｳｪｱのASP（注19）事業が実現できない可能性について 

当社は将来的に製品をwebｻｰﾊﾞｰにおいて、顧客がｲﾝﾀｰﾈｯﾄを介して当社製品をﾚﾝﾀﾙして利用できるｼｽﾃﾑを導入しようとしています。

ASPにおいてはﾕｰｻﾞは製品そのものをﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞするのではなく、当社のwebｻｰﾊﾞｰにある製品をﾕｰｻﾞのﾊﾟｿｺﾝ上からｵﾝﾗｲﾝにより遠隔操作

することによって利用できるようになります。当社はこのｼｽﾃﾑによりﾕｰｻﾞが当社製品を利用する時間に応じて課金することを考えています。こ

の導入にあたって当社は、自社のwebｻｰﾊﾞｰを購入したり、ｵﾝﾗｲﾝ上の課金ｼｽﾃﾑを構築したりする必要があります。しかし現段階でこれらの

実施時期は未定であり、今後も予測不可能な問題によってASP事業が実施できない可能性があります。 

注19 Application Service Providerの略。ﾈｯﾄﾜｰｸ経由でｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの機能だけを販売するｻｰﾋﾞｽ事業のこと。ﾕｰｻﾞはWebﾌﾞﾗｳｻﾞ環

境とﾈｯﾄﾜｰｸ・ｱｸｾｽ環境を用意するだけでｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ機能を利用できる。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売の一種である。 

 

(5)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄのｾｷｭﾘﾃｨｰ問題により、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売が継続できない可能性について 

当社ではｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を開始するにあたり、顧客がｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上でｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞによる即時決済を行えるｼｽﾃﾑを構築し

運営していく予定です。しかしｲﾝﾀｰﾈｯﾄのｾｷｭﾘﾃｨｰに関しては未だ安全性が保証されていません。当社は現時点で考えられるｾｷｭﾘﾃｨｰｼｽ

ﾃﾑにより顧客のｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ情報や顧客情報を保護していく予定ですが、第三者によってこれらの情報を悪用される可能性があります。その

場合、顧客情報が盗難及び破壊される可能性があり、また当社のｻｰﾋﾞｽを利用した顧客から訴訟を受ける可能性もあり、それによりｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

を媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を継続できず収益が悪化する可能性があります。 

 

(6) ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売において、ｼｽﾃﾑがﾀﾞｳﾝすることにより販売が継続できなくなる可能性について 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売においては、地震や水害等の天災･地変、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｨﾙｽ（注 20）、電力供給の停止、通信障害、通信事

業者に起因するｻｰﾋﾞｽの中断や停止など、現段階では予測不可能な事由により、販売が継続できなくなる可能性があります。これによりｲﾝ

ﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を継続できず、収益が悪化する可能性があります。 

注 20 ﾕｰｻﾞのﾊﾟｿｺﾝにﾄﾗﾌﾞﾙを起こすことを目的として作られたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｨﾙｽが入り込んでしまうことを人間の病気になぞらえ

て感染という。 

 

4.経営成績について 

当社の平成 7 年 3 月期から平成 11 年 3 月期までの経営成績は以下の表の通りです。 

（単位：千円、%） 

決 算 期 
平成 7 年 

3 月期 

平成 8 年 

3 月期 
前期比 

平成 9 年 

3 月期 前期比 
平成 10 年 

3 月期 
前期比 

平成 11 年 

3 月期 
前期比 

売    上    高 492,768 924,169 187.5 1,708,711 184.9 1,672,814 97.9 1,271,994 76.0 

経 常 利 益  41,082 139,243 338.9   118,074 84.8   203,948 172.7   290,061 142.2 

売上高経常利益率 8.3 15.1 － 6.9 － 12.2 － 22.8 － 

（注） 証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、平成 10 年 3 月期及び平成 11 年 3 月期の財務諸表についてはｾﾝﾁｭﾘｰ監査法人の監査を

受けていますが、平成 7 年 3 月期、平成 8 年 3 月期及び平成 9 年 3 月期については当該監査を受けていません。 

 

当社の事業は、変化の激しいﾊﾟｿｺﾝ用ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄ業界にありますので、外部環境の変化を受けやすい傾向にあります。 

当社は、ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄの価格が長期的に低下するであろうと推測していたので、前期まで低価格戦略を採用してきました。この結果、製品単価が

下落し売上高が減少する傾向が続きました。しかし当社は累積仕入本数の増加による仕入単価の削減や、製造ｺｽﾄに配慮した製造ﾏｽﾀｰの作

成方法を習得すること等を通じてｺｽﾄ削減を実現し、利益の獲得に経営の軸をおき環境の変化を事前に可能な限り予測して、安定的に利益を



 

  

計上してきました。 

しかしながら今後において、当社は従来の経営戦略を大幅に変更する予定です。当社が採用してきた利益獲得に焦点をおいた経営戦略は、

急速に変化の度合いを強める今後のﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場において、場当たり的な環境変化への対応を導いたり、ﾊｲﾘｽｸ・ﾊｲﾘﾀｰﾝな事業への投資を

過度に自制することを導きかねないと考えています。現在当社が考えている新たな指標はﾕｰｻﾞ数の増大です。このﾕｰｻﾞ数は反復・継続的に製

品を購入するﾕｰｻﾞを指しています。ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場は寡占の状態になりやすい性質を持っており、一定以上のｼｪｱを獲得しなければ成長はあり

えません。今日ﾊﾟｿｺﾝはより機能的に使いやすくなってきていますが、一般的な家電製品と同様に全ての人に受け入れられるほど普及してはい

ません。しかし今後はこうしたﾊﾟｿｺﾝを利用する際の抵抗を取り払う機能的な工夫がますますなされ、ﾊﾟｿｺﾝ及びﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄを操作しているという

感覚さえ無くなってしまうことも考えられます。そしてﾊﾟｿｺﾝと家電が融合したﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ家電が一般化し、ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ家電に組み込まれるｿﾌﾄｳｪｱ

の市場が急激に拡大する可能性もあります。 

当社は、現在・現時点がこのような市場の変換点であると認識しており、一定以上のｼｪｱを獲得することが将来的な利益の源泉になり、それが

最重要課題であると考えています。よってこの市場の流れの頂点に立つべく、当面はﾕｰｻﾞ数を増加させることに経営資源を集中させる予定です。

ﾕｰｻﾞ数を増加させる方法として、更なる低価格戦略の採用、広告宣伝の拡大、利用期間限定等の見本製品の無償配布、ﾕｰｻﾞの利便性をより

追求したｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売の実施（「3.今後の事業展開について」参考）等があげられますが、これらは売上高を減少させたり費

用を増加させたりする要因となります。更にｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を実施する準備段階として、既存の流通ﾙｰﾄを利用した販売活動

を控える必要がありますが、これによって売上高は減少します。よって当社は当面利益の獲得以上にｼｪｱ拡大を重視する方針であり、目標とす

る数値に達するまでこれらｼｪｱ拡大策を継続するため、前期までのような経常利益の推移を予定していません。 

 

 

5.利益還元政策について 

当社は株主に対する利益還元を経営の重要な課題の一つとして位置付けています。しかしながら当社が属する情報産業はﾊｲﾘﾀｰﾝである反

面ﾊｲﾘｽｸであり、安定的な資金を多く必要としています。よって当面は内部留保を厚くしていく予定であり、配当金による利益還元は当面実施し

ないこととしています。 

なお、平成 10 年 5 月 26 日開催の株主総会において 1 株当たり 2,205 円 88 銭、平成 11 年 5 月 28 日開催の株主総会において 1 株当たり

1,838 円 23 銭の配当を行っていますが、この主旨は、資本増強を目的とした配当可能利益の資本組入れにより生じた株主の源泉所得課税に

充当することを目的としています。 

 

 

6.小規模組織であることについて 

当社は、平成 11 年 12 月 31 日現在、役員 6 名並びに従業員 19 名と組織が小さく、内部管理体制もこのような規模に応じたものになっていま

す。そのため各取締役が各担当業務に関して担う役割並びに各社員が担う作業の重要度が高まっています。 

例えば開発業務に関しては取締役開発部長である渡邊雅良が製品開発の責任者であり、取締役ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長である大塵純が製品化ﾃｽﾄの

責任者です。製品開発で最も重要な企画作業は、永田社長、渡邊取締役開発部長、大塵取締役ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長の 3 名によって行われていま

すが、この作業は多分に属人的な面が強く、これら 3 名のうち 1 名が欠けた場合であっても開発の遅延、製品の完成度及び競争力の低下等が

発生する可能性があります。 

また日々の開発作業において開発業務に従事する社員は重要な役割を担っています。これら開発者の社外流出または新規開発者の拡充に失

敗した場合、開発作業に重大な影響を及ぼし、将来的に製品を販売することができなくなる可能性があります。 

更に当社は管理面の人員を極力削減し間接ｺｽﾄの低減に努めていますが、その分管理部員の負担は大きく、その責任者である取締役業務管

理部長筧悦生に依存する割合が大きくなっています。当社は、今後、経営規模を拡大することを想定していますが、その過程で管理業務におけ

る人材の獲得が必要になります。このような人材の拡充に失敗した場合、または既存の人材が社外流出した場合、当社の経営活動に支障が生

じる可能性があります。 

 

 



 

  

7.東京証券取引所 Mothers への上場について 

当社の普通株式は当公募の終了をもって東京証券取引所が開設する Mothers へ上場の予定です。Mothers は、新興企業の資金調達を円滑

なものとし、新規産業の育成を支援するため、成長可能性のある新興企業を対象とする市場です。しかしながら、以下の上場廃止基準に該当し

た場合、当社の普通株式は上場廃止に陥り、投資家は本株式の譲渡や市場価格の正確な相場の把握が困難になります。 

① 株主数が 150 人未満となった場合で、1 ヵ年以内に 150 人以上とならない場合 

② 最近 3 年間に終了する事業年度の末日において債務超過である場合（上場後 2 年間に終了する各事業年度は当該期間に参入しない。） 

③ 株券上場廃止基準第 2 条第 1 項第 3 号または第 5 号から第 13 号まで[売買高、銀行取引の停止、破産・和議・更生または整理、営業活

動の停止、不適当な合併等、財務諸表の虚偽記載等、上場契約違反、株式の譲渡制限、その他（公益または投資者保護に反する事項）]

のいずれかに該当した場合。 

また、Mothers では当社株式の日々の出来高がどの程度になるか不明であります。したがって、投資家が当社株式の売却注文を出しても直ち

に約定するとは限らず、投資家の予想を上回る損失が発生する可能性もあります。 


